
土木工事特記仕様書（令和6年12月1日以降適用）

（土木工事共通仕様書の適用）

第１条 本工事は、「徳島県土木工事共通仕様書 令和６年７月」に基づき実施しなけれ

ばならない。なお、「徳島県土木工事共通仕様書」に定めのないもので、機械工事の施

工にあっては「機械工事共通仕様書（案）」（国土交通省大臣官房技術調査課施工企画

室）、電気通信設備工事にあっては「電気通信設備工事共通仕様書」（国土交通省大臣

官房技術調査課電気通信室）に基づき実施しなければならない。

２ ただし、共通仕様書の各章における「適用すべき諸基準」で示された示方書、指針、

便覧等は改定された最新のものとする。なお、工事途中で改定された場合はこの限り

でない。

（土木工事共通仕様書に対する補足事項）

第２条 「徳島県土木工事共通仕様書 令和６年７月」に対する特記事項は、次のとおり

とする。

（建設副産物）【追加】

1-1-1-24 建設副産物

14.建設副産物実態調査

受注者は、令和６年度中に完成し、かつ請負代金額 100万円以上の工事については、
第４項及び第５項の規定に関わらずＣＯＢＲＩＳにより、再生資源利用実施書及び再生

資源利用促進実施書を作成し、監督員に提出しなければならない。

（事故報告書）【変更】

1-1-1-40 事故報告書

受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督員に連絡する。また、

監督員が指示した場合及び建設工事事故データベースシステムの登録対象となる事故の

場合、監督員が定めた期日までに、事故報告書を提出し、建設工事事故データベースシ

ステムに、事故に関する情報を登録する。

（工事成績評定の選択制）

第３条 当初請負額が 500万円以上 3,000万円未満の指名競争入札及び一般競争入札（価
格競争）並びに随意契約により発注する請負工事、変更請負額が増額により 500万円
以上となった工事は、別に定める「工事成績評定の選択制試行要領」を適用する。

２ 前項の対象工事の受注者は、契約時、評定の実施の意向について、「工事成績評定に

関する意向確認書」（以下「意向確認書」という。）を発注者契約担当に提出しなけれ

ばならない。

３ 受注者は、工事成績が格付を定める場合の主観点数の算定及び総合評価落札方式の評

価項目等に活用されていることを踏まえ、工事成績評定の選択を適切に判断の上、意向

確認書を提出するものとする。

４ 施工途中の評定の意向変更は原則認めないこととする。ただし、成績評定を希望し

た場合において、しゅん工時、契約変更により請負額が 500万円未満となった場合は、
評定は行わないものとする。

工事成績評定の選択制試行要領

徳島県 HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/5037327/

（１日未満で完了する作業の積算）

第４条 「１日未満で完了する作業の積算」（以下「１日未満積算基準」と言う。）は、

変更積算のみに適用する。

２ 受注者は、徳島県土木工事標準積算基準書Ⅰ-12-①-1 ～Ⅰ-12-①-6 に記載の施工パッ
ケージ型積算基準と乖離があった場合に、１日未満積算基準の適用について協議の発議

を行うことができる。



３ 同一作業員の作業が他工種・細別の作業と組合せで１日作業となる場合には、１日未

満積算基準は適用しないものとする。

４ 受注者は、協議にあたって、１日未満積算基準に該当することを示す書面その他協議

に必要となる根拠資料（日報、実際の費用がわかる資料等）を監督員に提出すること。

実際の費用がわかる資料（見積書、契約書、請求書等）により、施工パッケージ型積算

基準との乖離が確認できない場合には、１日未満積算基準は適用しないものとする。

５ 通年維持工事、災害復旧工事等で人工精算する場合、「時間的制約を受ける公共土木

工事の積算」を適用して積算する場合等、１日未満積算基準以外の方法によることが適

当と判断される場合には、１日未満積算基準を適用しないものとする。

（熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行）

第５条 本工事は、日最高気温が 30 ℃以上の真夏日の日数に応じて現場管理費の補正を
行う試行工事であり、別に定める「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行要領（以

下「試行要領」という。）」を適用する。

２ 施工箇所点在型の場合、点在する箇所毎に日最高気温が 30 ℃以上の真夏日の日数に
応じて補正を行うことができるものとする。

３ 夜間工事の場合、作業時間帯の最高気温が 30 ℃以上の真夏日を対象に補正を行うこ
とができるものとする。

４ 試行にあたり、気温の計測方法及び計測結果の報告方法について事前に監督員と協議

を行うものとする。

なお、計測方法は最寄りの気象庁公表の気象観測所の気温（日最高気温 30 ℃以上
対象）または環境省公表の観測地点の暑さ指数（WBGT）（日最高 WBGT25 ℃以上対
象）を用いることとする。

熱中症対策に質する現場管理費の補正の試行要領

徳島県 HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/2009082402601

（資材価格高騰に対する特例措置）

第６条 本工事は、資材価格高騰に対する特例措置の対象工事である。

２ 本工事は、当初契約締結後において、設計単価の適用年月を、積算月から契約月へ変

更するものとする。

（仮設トイレの洋式化）

第７条 受注者は、仮設トイレを設置する場合、原則として「快適トイレ」を設置し

なければならない。また、現場従事者に女性が含まれる場合は、原則として「女性専

用トイレ（快適トイレ）」を設置しなければならない。なお、特段の理由がある場合は

この限りでない。

２ 受注者は、設計図書の変更までに、「仮設トイレ設置報告書」を監督員に提出しなけ

ればならない。

・洋式トイレとは、和式トイレの便座部分を洋式化した仮設トイレのこと。

・快適トイレとは、洋式トイレのうち、防臭対策・施錠の強化などが実施された、

女性が利用しやすい仮設トイレのこと。

（建設現場の遠隔臨場に関する試行工事【発注者指定型】）

第８条 本工事は、土木工事において遠隔臨場の実施を原則とする「建設現場の遠隔

臨場の試行工事（発注者指定型）」の対象工事であり、次の URL にある｢建設現場の遠
隔臨場に関する試行要領｣を適用することとする。

建設現場の遠隔臨場に関する試行要領

徳島県 HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/7216187/



（情報共有システム活用工事【発注者指定型】）

第９条 本工事は、土木工事等において情報共有システムの活用を原則とする「情報共

有システム活用工事（発注者指定型）」の対象工事である。

２ 対象工事は、次の URL にある「情報共有システム活用試行要領」を適用することと
する。

情報共有システム活用試行要領

徳島県 CALS/EC HP
https://e-denshinyusatsu.pref.tokushima.lg.jp/cals/category/download/jyouhoukyouyuu/

（ＣＣＵＳ活用推奨モデル工事）

第１０条 本工事は、技能者の処遇改善及び中長期的な技能者の確保等を目的とした「建

設キャリアアップシステム活用モデル工事（ＣＣＵＳ活用推奨モデル工事）」であり、

次の URL にある「建設キャリアアップシステム活用モデル工事実施要領」を適用する
こととする。

建設キャリアアップシステム活用モデル工事実施要領

徳島県 HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/5044437/

（担い手確保モデル工事【現場閉所型・発注者指定型】）

第１１条 本工事は、建設工事の中長期的な担い手の確保等を目的とした「担い手確保

モデル工事（現場閉所型・発注者指定型）」であり、別に定める「担い手確保モデル工

事実施要領（以下「実施要領」という。）」を適用する。

２ 実施要領に基づき本工事で月単位の週休２日に取組む場合は、工事着手までに取組

む意思を発注者に通知し、受発注者で協議しなければならない。

３ 本工事の経費の負担は、実施要領第９条第１項（１）による。

担い手確保モデル工事実施要領

徳島県 HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/5016115/

（交通誘導警備員の確保に関する間接費の実績変更の対象工事）

第１２条 本工事は、交通誘導警備員（以下「警備員」という。）の確保に関する間

接費の実績変更の対象工事であり、「共通仮設費（率分）のうち営繕費」及び「現

場管理費のうち労務管理費」の下記に示す費用（以下「実績変更対象間接費」とい

う。）については、契約締結後、警備員確保に要する方策に変更が生じ、土木工事

標準積算基準又は港湾積算基準（以下「積算基準」という。）に基づく金額相当で

は適正な工事の実施が困難になった場合は、実績変更対象間接費の支出実績を踏ま

えて変更契約を行うことができるものとする。

営 繕 費：警備員送迎費、宿泊費、借上費

労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃金以外の食事、通勤等に要する費用

２ 本工事の予定価格の算出の基礎とした設計額においては、積算基準に基づき算

出した額における実績変更対象間接費の割合は、次のとおりである。

１）共通仮設費（率分）に占める実績変更対象間接費（労働者送迎費、宿泊費、

借上費）の割合：14.93％
２）現場管理費に占める実績変更対象間接費（募集及び解散に要する費用、賃金

以外の食事、通勤等に要する費用）の割合：1.13％
３ 受注者は、実績変更対象間接費の支出実績を踏まえ、設計変更を希望する場合

は、実績変更対象間接費に係る費用の内訳を記載した「交通誘導警備員の確保に係



る実績報告書」及び実績報告書に記載した内容の内訳書を提出し、設計変更の内容

について協議を行うこと。

なお、監督員から請求があった場合は、実績が確認できる資料（領収書の写し等）

を提示すること。

４ 受注者の責めによる工程の遅れ等、受注者の責めに帰すべき事由による増加費

用については、設計変更の対象としない。

５ 発注者は、最終精算変更時点に実績変更対象間接費の支出実績を踏まえ、設計

変更する場合、受注者から提出された「交通誘導警備員の確保に係る実績報告書」

で確認した費用から、積算基準に基づき算出した額における実績変更対象間接費を

差し引いた費用を、共通仮設費（営繕費）に加算して算出する。

なお、加算額については、間接費の率計算の対象外とする。

６ 受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合については、法的措置及

び入札参加資格制限等の措置を行う場合がある。

７ 受注者は、実績変更対象間接費にかかる設計変更について疑義が生じた場合は、

監督員と協議するものとする。

（本工事の特記仕様事項）

第１３条 本工事における特記仕様事項は、別紙のとおりとする。
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1.概 要 

1-1 一般事項 

(1) 本仕様書は、道路に関する情報を利用者に表示伝達するNHL7形道路情報板（以下

「表示機」という。）に適用する。 

(2) 表示機は、関係する下記法令及び技術基準等の規定に適合すること。 

1) 電気事業法 

2) 電気通信事業法 

3) 電気設備技術基準 

4) 電気通信事業法に定める技術基準 

5) 日本工業規格（JIS） 

6) 日本電気規格調査会標準規格（JEC） 

7) 日本電機工業会標準規格（JEM） 

8) 電子情報技術産業協会（JEITA） 

9) その他関係法令及び規格 

(3) 表示機に使用する材料・機材等においてJIS規格等に定めがあるものは規格適合品

を使用すること。 

1-2 仕様概要 

(1) 形 式 NHL7形 

(2) 表示情報 

1) 文字情報（文書データ伝送または項目コード伝送による表示） 

2) 固定画面（画面データ伝送または画面コード伝送による表示） 

(3) 表示色     赤・緑・青・黄・紫・水色・白の７色 

(4) 適合回線 LTE回線 1回線 

（以下「通信回線等」という。） 

(5) 伝送規格 TCP/IP 

(6) 電 源 単相2線式 200V±10% 60Hz 

(7) 設備容量 420VA以下（2800cd/㎡において35％点灯時） 

 

2.周囲条件 

表示機及び付加機能は、次の条件で正常に動作すること。 

(1) 温 度 周囲温度 -15℃～+40℃ 

(2) 湿 度 相対湿度 20%RH～95%RH 

(3) 風 速 最大風速 50m/s 

(4) 設置場所 屋外露天 

 

 

 

 

 



2 

3.構 成 

表示機の構成は、次の表による。 

構 成 内 容 

表 

示 

板 

表示部 LEDマトリックス（全面表示式） 

LED駆動部 LEDの点灯制御を行う。 

副制御部 主制御機との間で信号の授受を行う。 

機側操作部 表示板の機側表示操作を行う。 

電源部 各種電源の供給を行う。 

筐 体 上記の各部を収納する。 

 

4.構 造 

4-1 表示板 

(1) 表示板の構造は必要な強度を保有すると共に軽量化に配慮した構造とする。表示

板の外形寸法（小突起物を除く）は、設計図面による。 

(2) 表示部は、LED素子を表示窓全面にマトリックス状に配置した構造とし、ユニット

は保守・交換等を考慮したブロック構造を標準とする。 

(3) 容易に表示板の保守点検ができる構造とし、背面から作業が行えるものとする。 

(4) LEDは、表示部に露出配置し、遮光用ルーバ等により必要な視認性・LED保護を図

るものとする。 

(5) 副制御部、機側操作部は、筐体内に配置し、保守点検が容易な構造とする。 

(6) 筐体は、周囲条件で示す環境条件及び地震時の応力に対して十分な強度と耐久性

を持ち、収納される部品等を保護し、安定的に稼動できる構造とする。 

(7) 保守点検時に転落等に対する安全対策ができるものとする。（安全ベルト用フッ

クの取り付け等） 

(8) 筺体は、使用する筺体の材料と合わせ、十分な防錆性能をもつものとする。 

(9) 塗装は、下地処理後亜鉛溶射を行い、ウレタン樹脂塗装による2回塗り仕上げとす

る。 

(10)塗装色は、表示面を黒色半艶とする。外面を塗装する場合はマンセル10R3/2半艶

とする。（特記仕様書で指定される場合は、この限りでない。） 

4-2 防塵、防水、耐振及び耐振動性 

(1) 防塵・防水の保護等級（JIS C 0920）はIP43（防塵性：レベル4、防水性：レベ

ル3）以上とする。 

(2) 耐振性能は、水平入力加速度15.7m/s2以上、鉛直入力加速度7.8m/s2以上に耐える

筺体構造であること。 

(3) 表示ユニットの耐振動性能は、動作状態で全振幅2mm、振動数毎分300～1200回の

正弦波振動（XYZ軸）を30分印加しても電気的、機械的に異常を生じないこと。なお、

振動数変化の周期は約3分間とする。 
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5.性 能 

5-1 機 能 

(1) 表示部 

1) 次の表示情報が表現できるものとする。 

A.文章情報 

高さ450mm×幅390mm相当の文字が7文字2段表示できること。 

B.図形情報 

1画素単位で任意の画面が表示できること。 

2) 表示色は、赤・緑・青・黄・紫・水色・白の７色が表示できること。 

なお、上記項目の各表示については、それぞれ「A.文章情報」は文字、「B.図

形情報」は画素の単位にて7色表示ができること。フリーパターン表示は赤・緑・

黄の３色表示できるものとする。 

3) 調光制御は、周囲の明るさ等をセンサーにより検知し、LEDの光度を自動的、段

階的に切換えができること。なお、夜間点灯光度は、周囲の状況に応じて自動調光

できること。また、経時変化によりLEDの輝度が低下した場合、設定基準輝度を調

整できること。 

(2) LED駆動部 

表示部の点灯を制御する表示機能を有するものとし、副制御部からの制御信号に

より、LEDの点灯を制御し、必要な表示ができること。 

(3) 副制御部 

1) 通信回線等を介して、主制御機に接続され、主制御機から送られてくる表示制

御及び照合制御の信号を受信し、表示板を制御又は監視し、その状態を主制御機に

送出できること。 

2) 文章情報表示（固定項目表示）は、あらかじめ副制御部に登録した３ブロック

２５可変（消滅含む）の固定情報を主制御機から項目コードで指定することにより、

それらのコードに対応した文字によって構成される情報を表示部で表示できること。 

3) 図形情報表示（固定画面）は、あらかじめ副制御部に登録された７５画面の図

形情報（固定画面）を主制御機から画面コードでで指定することにより、それらの

コードに対応した画面を表示部で表示できること。 

4) フリーパターン表示は、主制御機から伝送された画面データをメモリに一時記

憶し、画素に対応した画面を表示部で表示できること。 

5) 1分未満の瞬停又は停電においては、現表示内容を保持し、1分以上の場合は保

持しない（消灯状態となる）こと。 

6) 主制御機からの表示制御又は照合制御が行われたとき、次の警報信号を送出す

ること。 

 a) 停 電 

b) 故 障 （表示板の主開閉器の遮断及び表示用電気接触器の不動作など） 

c) 機 側 （機側操作により表示制御が行われていたとき） 

(4) 電源部 

1) 商用電源を受電し、各部に必要な電力を供給すること。 
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2) 落雷等により進入する誘雷衝撃波を減衰させ雷害を防止する機能として、サー

ジ防護装置（SPD）を装備すること。 

a) 種 類       クラスⅡ（JIS C 5381-1） 

b) 使用電圧      上記1-2(6)電源と同じ 

c) 電圧防護レベル   1.5kV以下 

d) 最大放電電流    20kA以上（電源線1芯当たり） 

e) 公称放電電流    10kA以上（電源線1芯当たり） 

（ただし、電流インパルスは、8/20μsとする。） 

f) SPD故障時等に地絡、感電等を防止するため、ヒューズ、遮断器等のSPD切り

離し機構を装備すること。 

(5) 機側操作部 

1) あらかじめ副制御部に登録した固定項目（A、B、Cの3ブロック25項目）を表示部

に表示できること。また、あらかじめ副制御部に登録した75画面の図形情報（固

定画面）が表示部に表示できること。 

なお、固定項目の表示制御は、機側操作でのみ行えるものとする。 

2) 調光制御は、「自動」及び「各段階での任意」の設定ができること。 

3) 表示素子の点灯確認が行えること。 

6.規 格 

(1) LANｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ 

a.適合規格 IEEE802.3及びIEEE802.3u 

b.伝送速度      10／100Mbps 

c.ポート数 1ポート以上 

(2) 表示文字 

1) 表示画素配列    縦96×横336相当 

2) 表示画素ピッチ 各表示色毎 縦横10mmピッチ相当 

3) 画素表示色 7色（赤・緑・青・黄・紫・水色・白） 

4) 1文字公称寸法 縦450mm×横390mm相当 

5) 字 体 LED点描図形文字（丸ゴシック体） 

6) 標準文字数 7文字2段（14文字） 

(3) LED 

1) 発光素子色 赤、緑、青 

2) 発光素子ピッチ 発光素子の色の並びを問わず縦横10mmピッチ（公称）以下 

3) 中心輝度 白…2800cd／㎡以上 

4) 赤色表示 色覚障害者対策として、赤色表示はドミナント波長625～

630nm（±5nm）とする。 

5) 光度（LED素子） 

a) 赤       初期光度120mcd以上（中心光度） 

b) 緑     初期光度 80mcd以上（中心光度） 

c) 青     初期光度 80mcd以上（中心光度） 
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6) 配光特性 水平・垂直±10度において、1400cd／㎡（白）以上 

7) 経時変化特性（表示ユニット） 

  60℃、90%RHの雰囲気中において4000時間経過した後に各色共に定格電流値にお

いて1表示ユニット内の中心輝度が1400cd／㎡（白）以上確保できること。 

（なお、60℃、90%RHで4000時間経過に相当する環境条件による換算試験に代え

ることができる。その場合は試験方法、試験結果を添付して証明しなければな

らない。） 

(4) 耐電圧及び絶縁抵抗 

1) 電源入力端子－筐体間 AC1500V 1分間 

 500V絶縁抵抗値にて10MΩ以上 

（半導体回路等を除く） 

2) 回線入力端子－筐体間 250V絶縁抵抗値にて1.5MΩ以上 

（半導体回路等を除く） 

3) 回線入力端子相互間 250V絶縁抵抗値にて1.5MΩ以上 

（半導体回路等を除く） 

 

7.付加機能 

7-1 気温表示機能 

(1) ＭＣから固定画面１番を制御することにより、気温表示可能とする。 

    「只今の気温 ℃」にＮＨＬ７形表示板側で気温数値データを付加して表示するも

のとする。 

(2) ＭＣから固定画面１番を静止で制御したとき、設定温度未満（警報値）になると

「只今の気温○○℃」と固定画面にて登録する「路面凍結、スリップ注意」の交互

表示をするものとする。 

(3) ＭＣから固定画面１番と固定画面のその他の番号を交互で制御した場合、設定温

度未満（警報値）では「路面凍結、スリップ注意」と「制御した固定画面」と合わ

せて交互表示するものとする。 

 

7-2 温度センサー 

  気温センサーは、F型支柱に取付け、気温センサー上部に設けた通風ファンより白金 

測温抵抗体に一定の風量を与え、その抵抗値の変化を計測して気温を測定するものとす 

る。 

  (1) センサー規格 

   1) 測定方式   白金測温抵抗値の変化 

   2) 測定範囲   －５０～＋５０℃ 

   3) 抵抗体    白金１００Ω／０℃（JIS A級） 
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7-3 機側操作盤 

(1) 機側操作盤の構造は、必要な機能を収容すると共に必要な強度と耐久性を保有す

るものとする。 

(2) 支柱にフランジ取り付けにて設置ができること。 

(3) 塗装及び塗装色は表示板に準ずること。 

(4) 積算電力計用の木板を収容し、積算電力計の取付スペースを用意する。 

(5) 表示板を制御する操作部を有すること。 

  (6) ３ブロック２５可変の固定項目の表示制御ができるものとする。 

  (7) 調光制御の設定、表示素子テストができるものとする。 

 

8.試 験 

主制御機からの試験操作に対応した折り返し試験ができること。 

なお、このとき表示機は、表示項目を表示しないこと。ただし、項目表示中においては、

項目を表示したままで折り返し試験ができること。 

 

 

9.検 査 

9-1 型式検査 

型式検査は今回納入する機器について、品質の確保とその水準を維持できるかを判

断できる資料等の検査をいい、抜き取り検査等により行った試験データの提出等によ

り検査を実施する。なお抜き取り検査等による試験体数量は、品質の確保を証明がで

きる数量とし、試験データの有効期限は設計変更、使用部品の変更等があった場合ま

でとする。 

 (1) 表示板 

1) 耐震試験 

実振動試験（XYZ軸加震）を行い、加震後において筐体の損傷が認められない

こと。または弾性解析等による解析により、筐体構造に異常が生じないことを

証明すること。 

2) 防水試験 

JIS C 0920防水型試験方法によるものとする。 

(2) 表示ユニット 

1) 輝 度 

表示ユニットの輝度測定は、１表示ユニットの全画素を混合色で定格電圧点

灯させ、輝度計の受光面と表示ユニット前面までの距離を1.6m以上3.2m以下、

測定角2°として輝度測定するものとする。 

なお、測定箇所は次の範囲について行うものとする。 

水平方向： -10° 0° 10° 

垂直方向： -10° 0° 10° 

2) 振動試験 
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表示ユニットを定格で点灯した状態で、全振幅2mm、振動数毎分300～1200回

の正弦波振動を上下、左右、前後の各方向に30分間加えても、機械的、電気的

に異常を生じないものとする。なお、振動数変化の周期は約3分とする。 

3) 輝度経時変化試験 

表示ユニットの全画素を混合色で定格電流点灯し、60℃、90％RHの雰囲気中

において4000時間経過後に相当する環境条件において、輝度測定を行うものと

する。なお、輝度測定は測定箇所0°について、1表示ユニット内の平均輝度を

橙で測定するものとする。（試験環境において60℃、90％RHの雰囲気中におい

て4000時間経過以外の試験方法を用いる場合は、試験方法と同等の環境を証明

する換算式を提出しなければならない。） 

9-2 製品（実機）検査 

製品検査は、仕様書等で定められた検査方法にて、納入される全ての機器で行う検

査をいう。 

(1) 表示板性能 

1) 消費電力測定（負荷試験） 

全表示画素の35％を点灯した場合、混合色で点灯した状態において、輝度

「高」、「低」時の負荷電流及び消費電力を測定するものとする。 

2) 電源停電試験 

情報板の電源に瞬停試験器を接続し、下記の条件を満足するかを確認するも

のとする。 

① 瞬停時間 １分未満 

瞬停復電後、瞬停前の状態を保持するものとする。 

② 瞬停時間 １分以上 

瞬停復電後、消灯状態になるものとする。 

(2) 外観構造検査 

設計製作仕様、承諾図並びに「道路情報表示装置 NHL形表示機V3 機器仕様書

（案）」に基づき、部材寸法、質量、機器材料の品質、定格、数量、機器の配置、

取付方法及び配線寸法などにつき検査する。 

(3) 絶縁抵抗試験 

1) 耐電圧試験前後に500Vメガーで測定し、次の値以上でなければならない。 

電源入力回路－大地間 10MΩ 

2) 耐電圧試験前後に250Vメガーで測定し、次の値以上でなければならない。 

回線入力端子－筐体間 1.5MΩ以上 

回線入力端子相互間  1.5MΩ以上 

(4) 耐電圧試験 

50Hz又は60Hzの正弦波に近い下記の電圧を印加し、1分間これに耐えなければな

らない。（直流電流で動作する機器は、弱電回路相当の直流電圧を印加するもの

とする。） 

交流入力 1500V 

(5) 動作試験 
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ランプテスト等により、全ユニット、全LEDの点灯を確認すること。 

9-3 工場立会検査 

工場立会検査を行うときは、特に必要と認めた場合を除き、社内検査に準じ指定し

た項目について行う。 

10.付属図書 

(1) 試験成績書 1部 

(2) 取扱説明書 1部 

11.添付品 

(1) 試験中幕 1枚 

(2) 操作説明書 1部 

(3) その他 表示機の運用上必要な工具、消耗品など  
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